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山口県農地中間管理機構の農地売買等事業に係る事務処理要領 

令和６年４月１日制定  

令和 7年 4月 1日改正  

 

第１ 趣 旨 

  この要領は、山口県農地中間管理機構として山口県知事から指定を受けた公益財団法人やま

ぐち農林振興公社（以下「公社」という。）が、山口県農地中間管理機構の事業の特例に関する

規程第１条第１項に定める農地売買等事業（以下「事業」という。）の事務を適正かつ円滑に進

めるために必要な手続きを定める。 

  事業の実施に当たっては、農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１

号。以下「機構法」という。）第１８条に定める農用地利用集積等促進計画（以下「促進計画」

という。）による手続きを基本とする。このため、本要領は、促進計画による手続きを中心にと

りまとめたものである。 

 

第２ 事業の種類 

  事業の種類は、次の２種類とする。 

 １ 農地売買等支援事業（国庫補助事業） 

   農地売買等支援事業実施要綱（平成１２年４月１日１２構改Ｂ第３２０号農林水産事務次

官通知）及び農地売買等支援事業実施要領（平成１２年４月１日１２構改Ｂ第３２１号農林

水産省構造改善局長通知。以下「実施要領」という。）に基づく事業 

 ２ 農林地売買等事業（単県補助事業） 

   農地中間管理推進事業実施要綱（平成２６年３月２７日付け平２５農業振興第１２２９号）

第３の２の別記２に基づく事業 

 

第３ 事業の基本的な要件 

  事業の要件は、第２に掲げる要綱等に定められたとおりであるが、その基本的な要件として

は、公社が農用地等の所有者（以下「出し手」という。）から農用地等の買入の際に、当該農用

地等を売り渡す相手方（以下「受け手」という。）が現にいるか、又は近い将来確保できること

が確実と見込まれることが前提となる。 

  また、農用地等の面積規模については、農地集積の実効性を担保し、効率的な農作業展開を

可能とするため、概ね 1,000㎡以上のものを対象とする。 

 なお、農用地等の価格については、農業委員会のあっせん（調整）により出し手と受け手の

間で合意した額とし、その下限額については、固定資産税評価額を目安とすることが適当であ

る。ただし、それによりがたい特殊事情がある場合は、例外的に固定資産税評価額を下回るこ

とも可能であるが、その場合は、近傍類似取引価格等をベースに当該農用地等の位置、形状、

取引の背景等の諸事情を総合的に加味し、かつ、地域の理解が得られる金額として算出するも

のとする。この取扱いは、あくまでも例外となることから、その算出理由（特殊事情）を後記

第４の２の②に掲げる現地立会確認票に特記事項として記載するとともに、確認票末尾に農業

委員会がその内容を確認する旨の証明を行い、合わせてあっせん会議出席者以外の利害関係人

の意見聴取として公社ホームページでの意見募集を追加実施するものとする。 

  事業の種類ごとの要件は、次のとおりである。 

 

 １ 農地売買等支援事業 

  (1) 農用地等の要件 
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    農業振興地域の農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８

号）第８条第２項第１号に規定する地域）の農用地等（農振農用地）及び実施要領第１に

定める実施地域の農用地等であって、次のいずれかの要件を満たすものとする。 

    ア 土地改良事業等の対象となった農用地等又は近い将来対象となることが見込まれる

農用地等 

    イ 効率的な農作業が展開しうる程度にまとまった農用地等 

  (2) 受け手の要件 

    担い手として認定された者（認定農業者・特定農業法人・基本構想水準到達者・認定就

農者） 

 

 ２ 農林地売買等事業 

  (1) 農用地等の要件 

        次のいずれかの要件を満たすもの。ただし、土地改良事業における担い手への農地集積

を促進するため、アの従前地売買を優先的に実施する。 

   ア 土地改良事業等の対象となった農用地等又は近い将来対象となることが見込まれる農

用地等 

   イ 効率的な作業を展開することができる程度にまとまった農用地等 

  (2) 受け手の要件 

    認定農業者・特定農業法人・基本構想水準到達者・認定就農者又は農地移動適正化あっ

せん基準を満たす者 

 

第４ 事業実施の手続き 

   ≪参考≫農用地売買等事業の事務手順（機構法手続き・一括方式）…別添資料のとおり 

 

 １ 事業実施前の準備手続き 

    市町農業委員会は、農用地等の売買について、事業の利用を希望する出し手、受け手から

農地移動適正化あっせん事業によるあっせんの申し出や事業利用に係る調整等の申し出を受

け、事業の利用についての方向性が固まったときは、農用地等売買に関する確認事項（様式

１）を作成し、公社に提出するものとする。 

   前記の農用地等売買に関する確認に当たっては、国の食料安全保障強化に向けた農地制度

見直し（令和６年６月法改正）において、農地の適正利用を担保するための措置として、農

地の権利取得時の法令遵守状況の確認が必要となったことから留意のこと（様式１及び同様

式の別紙参照）。 

   公社は、提出された確認事項の内容をチェックし、事業実施に支障がないと判断したとき

は、農用地等売買の事業実施日程（様式２）を作成し、市町農業委員会と日程調整等を行う

ものとする。   

 

 ２ あっせん（調整）会議 

① あっせん（調整）内容の確認及び必要書類等の調整 

     あっせん（調整）会議には、出し手、受け手、農業委員、農地利用最適化推進委員、農業

委員会事務局職員、公社職員等が出席し、対象農地の状況、受け手の事業利用資格、売買価

格等の必要事項を確認し、次に掲げる必要書類及び資料の調整を行った後、必要事項への記

名、押印を行う。 
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   ア 出し手の提出資料 

    ・登記全部事項証明書 

    ・公図（１４条地図） 

    ・印鑑登録証明書 

    ・固定資産評価証明書…登記申請日の属する年度のもの… 

 

   イ 公社が準備（作成）する出し手からの買入に必要な書類 

    ・農用地利用集積等促進計画（一括方式）⇒４通            …様式３ 

    ・請求書                              …様式４ 

     （第三者が代金を代理受領する場合は、委任状を出し手側で添付） 

    ・登記原因証明情報（買入）                     …様式５ 

    ・承諾書（買入）                          …様式６ 

    ・登録免許税の税率の軽減措置に係る土地等の取得についての証明願（公社取得用） 

                                      …様式７ 

    ・譲渡所得の特別控除に係る土地等についての証明願（市町長証明）青地証明 

 …様式８－１ 

    ・譲渡所得の特別控除に係る土地等についての証明願（市町長等証明）公告証明 

…様式８－２ 

 

   ウ 受け手の提出資料 

    ・住民票又は法人登記事項証明書 

    ・構成員名簿（法人の場合） 

    ・印鑑登録証明書（受け手本人と後継者又は連帯保証人分） 

    ・認定農業者（認定新規就農者）の認定書の写し（農業経営改善計画書の写しを添付） 

 

   エ 公社が準備（作成）する受け手への売渡に必要な書類 

    ・農用地利用集積等促進計画（一括方式）            …様式３（再掲） 

    ・農用地等売買確約書                        …様式９ 

    ・登記原因証明情報（売渡）                     …様式 10 

    ・登記申請請求書（売渡）                      …様式 11 

    ・農地売買等支援事業参加申込書（国庫補助事業のみ）個人      …様式 12-1 

    ・農地売買等支援事業参加申込書（国庫補助事業のみ）法人      …様式 12-2 

    ・登録免許税の税率の軽減措置に係る土地等の取得についての証明願（市町長証明） 

…様式 13 

    ・不動産取得税の課税標準の特別措置に係る土地についての証明願（市町長証明） 

                                      …様式 14 

 

② 対象農地の現況確認等 

     あっせん（調整）会議出席者は、対象農地の立地条件、売買希望価格の妥当性等を合同で

確認し、確認内容を現地立会確認票（様式 15）に記録するものとする。 

 

 ３ 促進計画の策定手続き 

   公社は、あっせん（調整）会議終了後、速やかに農用地利用集積等促進計画（一括方式）の

素案（様式 16）を取りまとめ、関係する市町農業委員会に総会議案締切日までに送付するも
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のとする。 

   素案の送付を受けた市町農業委員会は、公社への促進計画策定の要請に関する議案を総会

に諮り、承認を得るものとする。 

総会の承認を得た市町農業委員会は、公社による買入を希望する農用地等については実地

調査報告書兼農用地利用集積等促進計画策定要請書（様式 17）を、公社からの売渡を希望す

る者については農業経営状況調査報告書兼農用地利用集積等促進計画策定要請書（様式 18）

を、公社に提出するものとする。この場合において、市町（農政部局）は、売買の対象とな

る農用地等が地域計画の区域内の土地であるときは、促進計画の内容が地域計画の達成に資

すると認められるかどうかについての市町長の意見を付すものとする。 

    公社は、上記の報告及び要請が適当と認めるときは、買入の場合は農用地等の買入につい

て（通知）（様式 19）を様式 16の要請書受領後速やかに、また、売渡の場合は農用地等の売

渡について（通知）（様式 20）を様式 17の要請書受領後速やかに、市町農業委員会に通知す

るものとする。 

     

 ４ 促進計画の作成及び市町への認可申請 

    公社は、上記２のあっせん（調整）会議の結果及び上記３の市町（農業委員会）からの提

出書類の内容に基づき、買入及び売渡を一括してまとめた促進計画を作成し、市町長の認可

を求めるものとする。 

   認可の申請には、次に掲げる書類を提出するものとし、市町農業委員会を経由して申請す

るものとする。 

  ・ 申請書  農用地利用集積等促進計画の認可について（申請）       …様式 21 

  ・ 添付書類（機構法第１８条第４項に定める書類） 

     実地調査報告書兼農用地利用集積等促進計画策定要請書の写し（買入） 

     農業経営状況調査報告書兼農用地利用集積等促進計画策定要請書の写し（売渡） 

     現地立会確認票（利害関係人の意見聴取に代わるもの） 

     促進計画の認可申請を受理し、認可をした市町長は、遅滞なく、その旨を関係する農業委

員会に通知するとともに、公告をすることとなる。 

 

５ 所有権移転登記手続き 

  (1) 登記申請 

    公社は、市町長による促進計画の認可及び公告がなされ、機構法第１８条第８項により

権利移転の効果が生じたときは、速やかに次の申請書等により所有権移転の登記を法務局

に申請するものとする。 

      ≪買入の場合≫ 

    ・登記申請書（買入）                         …様式 22 

    ・委任状（買入）                           …様式 23 

    ・出し手（登記義務者）の承諾書（買入） 

    ・登記原因証明情報（買入） 

    ・公社（登記権利者）の会社法人等番号 

    ・印鑑登録証明書（出し手） 

    ・農用地利用集積等促進計画（買入）の抄本 

    ・農地中間管理事業の推進に関する法律第 18条第 7項の規定による公告 

があったことについての証明願（公社申請用）             …様式 24 

    ・固定資産税評価証明書 
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    ・登録免許税の税率の軽減措置に係る土地等の取得についての証明願    

                            （公社取得用） 

 

     ≪売渡の場合≫ 

    ・登記申請書（売渡）                         …様式 25 

    ・委任状（売渡）                           …様式 26 

    ・登記原因証明情報（売渡） 

    ・受け手（登記権利者）の住民票又は法人登記事項証明書 

    ・農用地利用集積等促進計画（売渡）の抄本 

    ・農地中間管理事業の推進に関する法律第 18条第 7項の規定による公告 

があったことについての証明願（写、公社の原本証明付き）       

    ・固定資産税評価証明書（写、公社の原本証明付き） 

    ・登録免許税の税率の軽減措置に係る土地等の取得についての証明願     

                            （受け手申請用） 

 

  (2) 登記完了の通知 

    公社は、登記が完了したときは、買入の場合は出し手及び市町農業委員会に、売渡の場

合は、受け手及び市町農業委員会に、登記済通知書（様式 27）により完了の通知を行うも

のとする。 

 

 ６ 農用地等の代金等の支払い・収納の手続き 

  (1) 買入関係 

   ① 農用地等買入代金の支払い 

     出し手の請求書に基づき、口座振替の方法により支払う。 

② 買入事務手数料の収納 

事務手数料については、買入代金から控除して収納することになるため、代金支払い

と同時に、インボイス情報を記載した領収書（様式 28）を発行する。 

 

  (2) 売渡関係 

   ① 農地売渡代金、売渡事務手数料及び登録免許税相当額の収納 

     農地売渡代金、売渡事務手数料及び登録免許税相当額を一括して請求書（様式 29）に

より請求する。 

     請求書には、インボイス情報を記載するものとする。 

   ② 権利移転日との関係 

     売渡に係る権利については、対価の支払期限までに上記の代金等の払い込みがあった

場合、促進計画に所有権移転日とされた日（対価支払期限）に移転するものとする。 

 

 

（施行期日） 

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 

（施行期日） 

  この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 


